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岐阜県の概要 
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岐阜県の姿 
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● 

● 
● 

岐阜県 
● 
高山 

岐阜  
● 

東京 

名古屋 

京都  

大阪  

中部国際空港 
（セントレア） 

岐阜県は日本のほぼ中央に位置 
 

●人 口・・・・・・・・・・・・・・・・ 204万人  （H26 全国17位） 

●面 積・・・・・・・・・・・・・１万0,621k㎡  （H26 全国  7位） 

●産業別就業人口比率（H24 就業構造基本調査） 

  第1次産業  3.2％ （全国平均  3.8％） 

  第2次産業 31.8％ （    〃   24.5％） 

  第3次産業 63.2％ （    〃   68.0％） 

 

＜岐阜市へのアクセス＞ 
 東京～約２時間（新幹線） 
 大阪～約1時間（新幹線） 
 中部国際空港～約1時間（電車） 

農業, 0.8 林業, 0.1 水産業, 0.0

鉱業, 0.2

製造業, 25.0

建設業, 4.8

電気・ガス・水道

業, 1.5
卸売・小売業, 

10.1
金融・保険業, 

4.5

不動産業, 13.1

運輸・通信業, 

7.8

サービス業, 19.7

政府サービス生

産者, 9.4

対家計民間非営

利サービス生産

者, 2.1

＜高山市へのアクセス＞ 
 東京～約３時間半（新幹線） 

●県内総生産・・・・・・・ ７兆1,362億円 （H24 全国20位） 

●事業所数・・・・・・・10万4,946事業所 （H24 全国16位） 

●事業所従業者数・・・・・  88万２千人 （H24 全国17位） 

●製造品出荷額・・・・・・4兆7,974億円 （H25 全国20位） 

●県内観光入込客数・・・・・6,791万人 （H26 延べ人数） 

●経済活動別県内総生産（H24） 

低い完全失業率 
■H27.4～6期 
 岐阜県 2.4%(全国６位) 
  全国  3.4% 

高い有効求人倍率 
■H27.7 
 岐阜県 1.56(全国３位) 
  全国  1.21 

工場立地件数が多い 
■H26 
 岐阜県 41件(全国８位) 
  全国  21.7件 

地の利 （岐阜市まで） 

■名古屋～約20分（電車） 
■大阪～約1時間（新幹線） 
■東京～約2時間（新幹線） 

● 

富山 

● 
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東海北陸自動車道

東海環状自動車道

中部縦貫自動車道

東名高速道路

新東名高速道路

濃飛横断自動車道

飛騨清見ＩＣ

白鳥ＩＣ
ＪＣＴ

中部国際空港

名古屋

小松空港

Ｎ

郡上八幡ＩＣ

中津川ＩＣ

富山空港

＜北陸新幹線＞ 
 2015年3月開業 

＜リニア中央新幹線＞ 
2027年 東京-名古屋間開業予定 

＜東海北陸自動車道＞ 
白鳥ＩＣ～飛騨清見ＩＣの 
片側２車線化工事進行中 

＜東海環状自動車道＞ 
2020年の全線開通を目指し西
回り区間を整備中 

優れた交通インフラネットワーク 

東海道新幹線 

主要高規格道路 主要高規格道路 
（整備予定） 

主要鉄道（新幹線等） 

リニア中央新幹線 
（整備予定） 

JR高山線 
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岐阜 

高山 

富山 

金沢 

中央自動車道 

名神高速道路 



「清流の国ぎふ」づくりの推進 
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１ わがまち「清流の国」づくり 

住民が自発的に地域づくりを行い、多くの人々が「清
流の国ぎふ」への誇りと愛着を持つ社会 
【取組み（例）】 
 ○ミナモプロジェクト 
 ○かかみがはら航空宇宙科学博物館、 
   関ケ原古戦場のブラッシュアップ 

■ 平成２４年度に開催した「ぎふ清流国体・ぎふ清流大会」を契機に、新たな観光資源の発掘・育成、 
  特産品の開発・販路拡大等、地域住民主体によるわがまちの魅力を高める取組みが進展 
■ それとともに、地域の絆、ふるさとへの愛着、誇りが醸成 
■ こうした成果を一過性のものとせず、地域づくり、未来の岐阜県づくりへと発展させるため、「清流 
  の国ぎふ」のイメージブランドの下、各種の取組みを行う 

２ 「スポーツ立県戦略」の推進 

スポーツやレクリエーションを通じて多くの人々が健
康になっている社会 
【取組み（例）】 
 ○飛騨御嶽高原高地トレーニングエリアの活用 
 ○「秋のスポーツフェア」の開催 

  

「清流の国ぎふ」づくり（「２０２０プロジェクト」）  

３ 「清流」環境の保全 

県民に根付いた清流を守る意識により、岐阜県の豊
かな自然を守り、活用して、明日につなげていく社会 
【取組み（例）】 
 ○「清流長良川の鮎」の世界農業遺産 
   認定に向けた取組み 
 ○「恵みの森林づくり」関連プロジェクト 
  

４ 地域を支え、未来を担う人づくり 

男女を問わず働きながら次世代を担う子どもを育て
ることができ、住民同士が助け合える地域の絆があ
る社会 
【取組み（例）】 
 ○子育てにやさしい地域・企業の醸成 
 ○非婚化・晩婚化への対応 
 

「子育て支援エクセレント企業」 
シンボルマーク 

御嶽パノラマグラウンド 
（標高1700ｍ） 

マスコットキャラクター ミナモ 

鮎漁に向かう初秋の長良川 



「清流の国ぎふ」創生総合戦略（案） 
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１ ひとを育む 

■ 人口減少と少子高齢化の進展を踏まえ、向こう５年間の地方創生に関する取組みを「清流の国ぎふ」 
  創生総合戦略として策定 （県人口/高齢化率 2000年：211万人/24.1％ → 2014年：204万人/27.2％） 

 ○「人口減少そのものへの挑戦」 → 出生数の増加、人口の流入増加及び流出防止を行う 
 ○「人口減少社会への挑戦」   → 地域が活力を維持したまま安心して暮らせる社会をつくる 

  

「清流の国ぎふ」創生総合戦略（案）    

３ 岐阜に呼び込む 

４ 安心をつくる 

５ まちをつなぐ 

移住・定住施策の推進や企業等の誘致などのほか、地域の将来を支える人を呼び込み、留めることに取り組む 
【成果目標（例）】県内移住者：782→1,000人、県外転出超過数：4,014→1,900人 

「岐阜県成長・雇用戦略」の推進などのほか、地域の経済・農林畜水産業を支える人材育成に取り組む 
【成果目標（例）】航空宇宙産業人材育成：383→3,000人、県内障がい者実雇用率：1.79→2.2％ 

各地域における人口構造・世帯構造の変化に適応し、地域に求められる人材の育成や仕組みづくりに取り組む 
【成果目標（例）】地域リーダー養成講座受講者：累計77→277人、消防団員条例定数充足率：92.9→98.0％ 

多様な主体と連携・協力し、それぞれの強みや特性を活かし、地域の課題をともに解決する 
【成果目標(例)】関ケ原古戦場観光入込客：9→20万人、かかみがはら航空宇宙科学博物館入館者：12.3→50万人 

結婚から子育てまで切れ目のない支援や男女が活躍できる社会を推進し、将来を支える人を育む 
【成果目標(例)】婚活ｻﾎﾟｰﾀｰ登録者：240人、子育て家庭応援ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業新規参加店舗：751→1,326店舗 

２ しごとをつくる 



 

■  平成２６年の工場立地件数（製造業）は４１件で全国８位、工場立地面積は４５haで全国１０位と 
 前年に引き続き 経済好転への高いポテンシャルを維持 
■  今後とも、ソフト面、ハード面の対策を講じることで、更なる企業誘致を推進 
 

＜要 因＞ 

 

１ 工場用地におけるポテンシャルの向上 
   ・ 地震災害リスクに備えた工業団地の強固な地盤 
   ・ 高速道路網整備による広域アクセスの充実 
 
２ 企業誘致体制の強化 
   ・ 成長産業を中心とした企業訪問の強化 
 
３ 市町村及び金融機関との連携強化 
 

＜現在の取組み＞ 

 

○ ソフト面 ：航空・宇宙、医療・福祉機器・食料品関連産業等への企業立地補助金の要件を緩和 
         → 今後大きな成長が見込まれる分野、景気変動の影響を受けにくい分野を重点化 
         

○ ハード面 ：アクセス道路の更なる整備 
             → 東海環状自動車道（西回りルート）の整備、2020年度までの全線開通を目指して整備中 
                       戦略的な工場用地開発の推進 
         → 2020年度を見据えて優先度が高い候補地について適地調査を実施し、加速的に開発を推進 
 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26
岐阜県件数 17 36 34 26 41
順位 19 4 8 12 8
全国平均件数 16.4 18.0 19.9 17.6 21.7

出典　経済産業省　「工場立地動向調査」　（製造業）

＜立地件数＞ 

企業誘致の取組み 
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企業誘致戦略 
メディカル工業団地 

生活技術研究所 

中部縦貫自動車道 
高山ＩＣ 

白鳥ＩＣ 

岐阜大和ＩＣ 

飛騨清見ＩＣ 

丹生川ＩＣ 

４車線化 

地下フードリサーチクラスター 

リニア車両基地 

多治見ＩＣ 

土岐南多治見ＩＣ 

恵那ＩＣ 
中津川ＩＣ 

リニア関連企業 

鉄道車両用電気機器 

部品製造企業 

トヨタ紡織テストコース 

リニア岐阜駅 

岐阜大学農学部 

農業技術センター 

養老ＳＩＣ 

関ケ原ＩＣ 

安八ＳＩＣ 

岐阜羽島ＩＣ 

大野神戸ＩＣ 

大垣西ＩＣ 

岐阜ＩＣ 

岐阜三輪ＳＩＣ 

岐阜各務原ＩＣ 

関広見ＩＣ 

可児御嵩ＩＣ 

トヨタ自動車テストコース 

飛騨メディカルバレー 

新ヘルスケア・クラスター 

既存医薬品メーカーの立地を活
かした新ヘルスケア産業の集積 

・医薬品製造 

・医薬機器部品製造 
・健康食品製造 

航空機関連クラスター  

次世代航空機の生産強化のために航空
機関連企業の集積を図る 

・航空機素材製造 

・内装・座席製造 
・降着システム製造 
・油圧・燃料・制御製造 
・電子機器製造 

食品クラスター  

豊かな水資源を活かした
食品関連企業の集積 

・乳製品製造 

・調味料製造 
・パン・菓子製造 
・清涼飲料製造 
・酒類製造 

次世代自動車クラスター  

次世代自動車（プラグインハイブ
リッド車、電気自動車、燃料電池
車）関連製造企業の集積 

・リチウム電池製造 

・バッテリー製造 
・燃料電池製造 

リニアテクノクラスター  

リニア中央新幹線の技術に関連
する研究開発拠点とリニア関連
の高度技術企業の集積 

・超伝導ケーブル製造 

・モーター制御装置製造 
・駆動制御システム製造 

航空機人材育成システム 

スマートアグリパーク 

ハイテク植物工場（機能性
野菜や高級花木）の集積 

リニアテクノ工業団地 

神岡宇宙素粒子研究施設 

国際たくみアカデミー 

川崎重工及び 

川協企業集団 

美濃ＩＣ 

VRテクノセンター 
中日本航空専門学校 

ぎふ技術革新センター 

航空機関連工業団地 
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企業誘致戦略 



【新光化成（株）】 
 ○地域再生法に基づき本県が市町村と共同で作成した地域再生計画が、H27.10.2付けで全国に先駆けて内閣総理大 
  臣の認定を受ける 
 ○同日付けで、新光化成（株）の本社機能を愛知県清須市から岐阜県瑞浪市に移転する本社機能移転計画を、本県が 
  認定 
    ・ 地域再生計画：本社機能移転により企業が税制面での優遇措置等を受けるため、移転の促進策と地域を盛り込んだ計画 
    ・ 本社機能移転 
     - 移転先   瑞浪クリエイション・パーク 区画１（瑞浪市山田町） 
     - 敷地面積  ６，３５２．０４ｍ2 
     - 操業開始  平成２８年３月（予定） 

 

企業が工場や本社の新設・移転先として検討する地域として、本県は全国７位。（H26 帝国データバンク調べ） 
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218 

147 

企業の集積 

企業調査 

最近の実績 



 

■  平成２６年の観光誘客の動向をみると県が重点的に誘客促進を図ってきた外国人観光客の宿泊者 
  数が増加 
■  行楽期に天候不順が続いたこともあり、行祭事・イベント入込客数は減少したが、観光入込客数 
  （延べ人数）は 引き続き増加 
■  今後も、観光消費額の拡大につながる宿泊滞在型観光を促進するため、多角的な観光戦略を展開 
 

 

 ・県内主要観光地の再生 ※関ケ原古戦場、恵那山南山麓など  
 

 ・県内世界遺産を活かした誘客プロジェクトの推進  ※白川郷合掌造り集落、本美濃紙、清流長良川の鮎など  

 

 ・大手交通事業者等と連携した観光プロモーション 
 

 ・外国人観光客の更なる拡大に向けた取組み強化 
 

 ・「清流の国ぎふ」を巡る滞在・周遊型観光の推進 
 

 ・地歌舞伎と芝居小屋を活用した外国人誘客 
 

＜現在の取組み＞ 

<中国のほかＡＳＥＡＮ諸国の宿泊者数が特に増加> 

・　出展　平成26年観光庁宿泊旅行統計調査

　中国人　　　　　　 53,930人（全国13位）　対前年比　 +79.6％（全国 + 88.0％）
　マレーシア人　　 14,380人（全国10位）　対前年比　+158.6％（全国 + 44.9％）
　シンガポール人　12,380人（全国  9位）　対前年比　 +22.0％（全国 + 26.1％）
　インドネシア人　　 5,300人（全国13位）　対前年比　 +42.9％（全国 + 26.8％）

　　※　県が重要市場として位置付け、誘客を進めてきたＡＳＥＡＮ諸国からの
　　　　 宿泊者数が特に好調

観光誘客の取組み 
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平成26年 平成25年 対前年 対前年比

6,791.0 6,673.5 117.5 +1.8%

909.5 1,001.8 ▲ 92.3 ▲9.2%
全体 2,694.4 2,658.8 35.6 +1.3%
日帰り客 1,155.8 1,252.8 ▲ 97.0 ▲7.7%
宿泊客 1,538.6 1,406.0 132.6 +9.4%

・　出典　平成26年岐阜県観光入込客統計調査

・　平成23年の調査より、観光庁が策定した「観光入込客統計に関する共通基準」を導入

（単位：万人・億円）

区分

観光入込客数

行祭事・イベント入込客数

観光
消費額

＜観光誘客数（延べ人数）＞ 



観光誘客の成果 

観光誘客 

外国人宿泊者数の推移（H20を100とした場合） 

※H21はリーマンショックによる不況、H23は東日本大震災の影響 
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238 

189 2,020 

12,380 

６．１倍に増加 

４．８倍に増加 

8,980 

42,900 

http://www.abysse.co.jp/world/flag/asia/singapire.html
http://www.abysse.co.jp/world/flag/asia/thailand.html


 

・Ｈ23.5   国交省が整備計画を決定 
              ＪＲ東海へ建設の指示 
 

・Ｈ23.11  ＪＲ東海が中間駅建設費を全額自己負担    
       する方針を表明 
 

・Ｈ25.9   県内中間駅候補地及び中部車両基地候    
       補地決定 
 

・H26.10    国土交通大臣がＪＲ東海の工事実施計画           
       を認可 
        着工に向けた準備を開始予定 
 

・Ｈ39    東京-名古屋間開業予定 
 （2027年） 
 

・Ｈ57    名古屋-大阪間開業予定   
 （2045年） 

 ＜リニア整備スケジュール＞ ＜岐阜県の取組み＞ 
 

・Ｈ23 ：リニア基本戦略策定 
       リニア開業による旅客流動の変化の調査 
       リニア岐阜県駅及び中部総合車両基地等建設に伴う 

       経済効果の把握        
 
 

・Ｈ24 ：リニア活用戦略検討 
        リニア岐阜県駅及び駅周辺整備の方向性の整理 
        駅及び駅周辺整備に係る具体的な提案 
 
 

・Ｈ25 ：リニア中央新幹線活用戦略策定 
         駅前広場及び関連施設の検討 
         県内各地への広域アクセスについて検討 
         観光振興・まちづくり、産業振興の具体的検討 
 
 

・Ｈ26～：リニア中央新幹線活用戦略に基づく取組みの展開 
 
 

 

■ リニア中央新幹線のルート及び県内中間駅設置場所について、平成25年9月18日、ＪＲ東海が発表 
■ リニア開業効果を県内全域に波及させるため、岐阜県では平成２６年3月、「リニア中央新幹線活用 
  戦略」を策定   

リニア中央新幹線を活用した地域づくり 
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岐阜県リニア中央新幹線活用戦略 
（平成26年3月策定） 

観光振興・まちづくり戦略 

基盤整備戦略 

産業振興戦略 

リニアミナモ 
©岐阜県/ＪＲ東海協力 
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岐阜県の財政トピックス 
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財政状況改善への取組みの成果 
 

■ 本県は、平成21年度決算において実質公債費比率（３カ年平均）が18.0％を上回り、起債許可団体となりました。 
■ 平成22年度から24年度までの構造的な財源不足解消のため、「岐阜県行財政改革アクションプラン」に基づき行財政 
  改革に取り組み、平成25年度決算において起債許可団体から脱却、平成26年度においても更に改善しました。 

＜実質公債費比率の推移＞  
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                           （ ）内は全国順位 

○経常収支比率（％）                 
       H20： 99.1（44位） → H25： 93.6（29位）→  H26：92.5 
 

○実質公債費比率（％） 
             【ピーク】       【H25】    【H26(速報)】 

  ［３年平均］  H23：19.7（45位） → 17.0（40位)）→ 15.3（34位） 
  ［単 年 度]    H21：20.8（44位） → 15.3（35位） → 13.6 
 

○将来負担比率（％） 
       H20 ： 249.8（29位）  → H25 ： 202.2（25位） 
                      →   H26 ： 195.0（26位）（速報） 

・過去の県債大量発行等に起因する構造的な財源不足を解消するための、平成22～24年度までの３年間における具体的な取組み 

 １ 赤字予算、「財政再生団体」への転落回避 

 ２ 県民生活への配慮や未来の岐阜県を見据えた政策の展開 

 ３ 構造的な財源不足の段階的な解消  

 

 

 

岐阜県行財政改革アクションプランとは 

・平成２２～２４年度までの財源対策総額 …… 約９２０億円 
      うち（１）歳出削減対策      …… 約３７３億円 
         （２）人件費の削減      …… 約２９７億円 
        （３）歳入確保対策      …… 約２５０億円 

成
果 

・歳出削減対策、歳入確保対策などを着実に進め、３ 

 年間で約860億円の財源不足を解消 

・県債発行の抑制や職員定数削減などにより、今後は 

 多額の財源不足が生じる事態には陥らない見込み 

・財源不足の解消により、硬直化した財政構造が改善 

 し、各種財政指標も大幅に改善 

（速報） （推計） 

アクションプラン期間 

＜財政指標の状況＞   



 

安定的な財政運営に向けて  
 

■  今後の行財政運営の考え方 
 → これまでの行財政改革の取組みを踏まえて、引き続き歳出削減や歳入確保の取組みを推進  
   ＜歳出面＞： 事務事業見直しによる一層の効率化、公債費負担を減らすための節度ある県債発行 
   ＜歳入面＞： 県税収入の確保や、県有財産の売却等 

 
＜税源涵養対策＞ 
 

 
   平成26年の工場立地件数（製造業）は41件と前年26件から大幅に増加し全国８位、工場立地面積は45haで全国10 
  位と昨年度に引き続き好調を維持しています。今後もソフト面、ハード面の対策を講じ、更なる企業誘致を推進します。 
 

  
   平成26年は、重点的に誘客促進を図ってきた外国人観光客の宿泊者数（延べ人数）が増加し、前年比43％増の約60 
  万人と過去最多を記録しました。また、行楽期に天候不順が続きましたが、観光入込客数（延べ人数）は引き続き増加し 
  ています。（6,673万人 → 6,791万人） 
   今後も、観光消費額の拡大につながる宿泊滞在型観光を促進するため、多角的な観光戦略を展開していきます。 
 
 
   リニア開業効果を県内に最大限に波及させるため、平成26年3月に策定された「リニア中央新幹線活用戦略」に沿っ 
  て、観光振興・まちづくり、産業振興、基盤整備をより強力に推進します。 

 

＜税収確保対策＞ 
 

 
   県と県内全市町村を構成員として平成21年4月に設立した「ぎふ税収確保対策協議会」を母体として、「個人住民税  
  の特別徴収の徹底」、県職員と市町村職員との全県的な相互併任制度の充実強化による「滞納整理の強化」、地方税法第 
  48条に基づく「直接徴収の強化」など、個人住民税を中心に地方税の徴収対策を強力に推進しています。 

企業誘致 

観光誘客 

個人県民税徴収対策 
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リニア中央新幹線を活用した地域づくり 



岐阜県の財政状況 
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○歳入決算額は、投資的経費の縮小等による国庫支出金及び県債の減少などにより、平成12年度をピークに 
  減少（Ｈ21年度は国の交付金増加等により一時的に増加） 
○26年度決算においては、県税、地方譲与税（その他歳入に計上）が増加した一方、国の補正予算に伴う国庫 
  支出金、臨時財政対策債の減少による県債が減少 

歳入決算額の推移 
（普通会計ベース・27年度は当初予算額） 
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税収の決算額の推移 

○決算ベースでの県税収入は、平成26年度決算においても、引き続き連続で増加 
○地方消費税は、平成26年4月の税率引き上げ（5％→8％）により増加  
○法人二税は、21年度以降、景気悪化による企業収益の減少などにより大幅に減少したが、回復基調 

（普通会計ベース・27年度は当初予算額） 
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歳出決算額の推移 

○景気対策として、過去数次にわたる積極的な財政出動（公共事業における有効需要創出）を実施してきた 
  が、平成12年度から投資規模を抑制。また、行財政改革による職員定数の削減により人件費を抑制。 

○26年度決算においては、国の補正予算に伴う基金積立金の減少、投資的経費の事業量の減少などにより、  
  前年度から減少 

（普通会計ベース・27年度は当初予算額） 
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実質収支の推移 

○本県は、これまで赤字決算は一度もなく、実質収支は黒字で推移 

※ 実質収支は、形式収支（歳入総額－歳出総額）から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた額 

（普通会計ベース） 
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県債の状況 
○政府資金が減少、銀行等縁故資金が増加傾向にある中、資金調達手段を多様化 
  ・ 「全国型市場公募債」を発行→H16・17：１００億円、H18：３００億円、H19・20：２００億円、H21～24：１００億円 
                         Ｈ25・26・27 １５０億円（９月発行） 
 

○平成20年度末に行財政改革指針を策定し、21年度から向こう４年間を「緊急財政再建期間」と位置づけ、21年度 
  以降の県債発行額を20年度当初予算の５％程度抑制。※災害、急激な税収減、国の政策など特別な事情除く 

○以後、指針の考え方を基本としつつ、対象事業の施行状況等を踏まえながら発行  

資金別県債発行実績 県債残高の推移 

※公共団体金融機構＝旧公営企業金融公庫資金 

億円 

21 



公債費の状況（決算額及び27年度予算額） 

○ 県債（借金）残高が高水準となっていることから、毎年度の公債費が増加 
○ 近年、公共投資の縮減などによる県債発行の抑制に努めたことなどにより、公債費は平成21年度をピークに 
   減少 
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基金の状況 

○積立基金は、平成４年度末をピークとして、11年度までは毎年度２００～３００億円を取り崩し、 
  大幅に減少 

○財源対策として活用可能な基金は、12年度以降は７００億円程度で推移していたが、19年度から 
  は再び減少し、ここ最近は２００億円程度で推移 
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健全化判断比率 

指標名 
 

対象範囲 
 

岐阜県 
 

全国平均 
財政健全化法 

早期健全化基準 財政再生基準 

 １．実質赤字比率 一般会計等 
－ 

－ ３．７５以上 ５以上 
－ 

 ２．連結実質赤字比率 
一般会計等 

公営企業会計 

－ 
－ ８．７５以上 １５以上 

－ 

 ３．実質公債費比率 
一般会計等 

公営企業会計 

１７．０％ 
＜全国４０位＞ 

１４．６％ 

２５以上 ３５以上 
１５．３％ 

＜全国３４位＞ 
１４．１％（速報） 

 ４．将来負担比率 

一般会計等 
公営企業会計 
一部事務組合 

地方公社 
第三セクター 

２０２．２％ 
＜全国２５位＞ 

２００．７％ 

４００以上   
１９５．０％ 

＜全国２６位＞ 
１８７．０％（速報） 

 ５．資金不足比率 公営企業会計 
－ 

－  ２０以上   
－ 

※1 一般会計等には、本県では１１特別会計（公債管理特別会計、乗用自動車管理特別会計、用度事業特別会計、地方独立行政法人資金貸付特別会
計、介護人材確保対策特別会計、母子寡婦福祉資金貸付特別会計、中小企業振興資金貸付特別会計、就農支援資金貸付特別会計、林業改善資
金貸付特別会計、県営住宅特別会計、徳山ダム上流域公有地化特別会計）が含まれる。  

※2 上段は平成25年度。下段は平成26年度。 

※3 本県欄の「－」は黒字であることを示す。 

※4 上段は平成25年度。下段は平成26年度。なお、平成26年度は、H27.9.30総務省発表数値（加重平均）   

※１ 

※２ 

※３ 

※４ 

○景気対策として、県債を財源に過去数次にわたる積極的な財政出動を実施してきた結果、公債費負担が 
 多額になったことがこれらの比率を押し上げたが、行財政改革の取り組み等により改善 
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経常収支比率 

◇県財政の余裕度を示すもので低いほど健全 
◇公債費、社会保障関係経費などの義務的経費の 
  増等により急速に上昇したが、近年は横ばい 

財政力指数 

◇県財政の体力を示す指標で高いほど強い 

◇本県は全国平均を上回る水準を維持 
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公営企業会計決算 

水道事業会計 工業用水道事業会計 病院事業会計 

２６年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度 

収益的収支（損益勘定） 

収入 ５，３５１ ５，６３３ ８９ ７１ ３５２ ３８９ 

支出 ４，５７０ ４，２８２ ６７ ５６ ３５２ ３８９ 

収支差引 ７８１ １，３５１ ２２ １５ ０ ０ 

資本的収支 （資本勘定） 

収入 ５１４ ３８９ ５ １０ １，３３９ ３，２３１ 

    うち企業債 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

支出 ３，９９９ ２，４３６ ５８ ６６ １，３３９ ３，２３１ 

うち企業債償還金 ５７５ ５５６ ３９ ３８ １，３３９ ３，２３１ 

収支差引 ▲３，４８５ ▲２，０４７ ▲５３ ▲５６ ０ ０ 

内部留保資金 １０，４８３ １１，０９４ ８１ ７９ － － 

（単位：百万円） 

［水道事業会計］ 
  ○可茂地区（美濃加茂市、可児市等）、東濃地区（多治見市、中津川市等）に水道用水を供給 

［工業用水道事業会計］ 
  ○可茂地区（美濃加茂市周辺企業）に工業用水を供給 

［病院事業会計］ 
  ○岐阜県総合医療センター、多治見病院、下呂温泉病院の３病院を経営 
    ※H22.4.1から３病院は地方独立行政法人化している。 

※資本的収支の不足額は、いずれも損益勘定留保資金などで補てん 
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企業会計的手法による分析（１） 

 

資産 

 

２５年度末 

 

２４年度末 

 

増減 

 

負債 

 

２５年度末 

 

２４年度末 

 

増減 

有形固定資産 １９，４９２ １９，５９７ 

 

▲１０５ 県債 １５，０７９ １４，７８０ ２９９ 

退職手当引当金等 ２，７８６ ３，０６６ ▲２８０   

その他 ６ ６ ０ 

負債合計 １７，８７１ １７，８５２ １９ 

投資等 ２，０６９ １，９９５ 

 

７４    純資産 ２５年度末 ２４年度末 増減 

 

国庫支出金 ６，７８７ ６，６３１ １５６ 

市町村等支出金 ７１８ ７３３ ▲１５ 

流動資産 １，３３５ １，１９４ 

 

１４１ 一般財源等 ▲２，４８１ ▲２，４３０ ▲５１ 

正味資産合計 ５，０２４ ４，９３４ ９０ 

資産合計 ２２，８９６ ２２，７８６ 

 

１１０ 負債・純資産合計 ２２，８９６ ２２，７８６ １１０ 

「後世の負担となる県の債務」 

「これまでの世代による負担」 

「後世へ引き継ぐ県の社会資本」 

バランスシート 

（単位：億円） 

計数については、原則として表示単位未満を切捨て処理しているので、 
合計額が一致していない場合があります。 

◆本県の財務状況は、資産が負債を上回り、債務超過とはなっていない 
◆資金化できない社会資本等の有形固定資産や、国の補正予算で設置した基金を除くと、資産は３，１６３億円となり、負債 
  １兆７，８７１億円との差額１兆４，７０８億円は、既存の社会資本に対して、将来必要となる財政負担 
   → 県民１人当たり ７０１千円 
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平成２５年度 

（単位：億円） 

総費用 

A 

総収益 

B 

行政コスト 

A－B ① 

税等負担 

② 

議会費 １２ ０ １２ 

総務費 ３３２ ３８ ２９４ 

民生費 ９８９ ７５ ９１４ 

衛生費 １９９ ３８ １６１ 

労働費 ４９ ５ ４４ 

農林水産業費 ４８１ １６３ ３１７ 

商工費 １４８ ４６ １０２ 

土木費 １，１０５ ８４ １，０２１ 

警察費 ３６９ ３８ ３３０ 

教育費 １，５８２ ３８９ １，１９３ 

災害復旧費 ２５ １６ ９ 

その他 ３６９ ５ ３６４ 

合 計 ５，６５９ ８９８ ４，７６１ ３，７４６ 
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企業会計的手法による分析（２） 
行政コスト計算書 

計数については、原則として表示単位未満を切捨て処理しているので、 
合計額が一致していない場合があります。 

◆単年度ベースでの収支（②－①）は△１，０１５億円で、２４年度（△１，０７９億円）と比べて、赤字（コスト超過）が減少している。 
◆恒常的な赤字は健全な財政運営ではなく、長期的な均衡の確保を念頭に、経年的な変化を評価監視 



地方三公社決算状況 

 
１ 事務局等の統合（２公社） 
 

・常勤役員、事務局の一部を 
 統合（Ｈ11～） 
  
２ 住宅供給公社（着実な遂行） 
 

・平成26年度決算で債務超過が  
 解消 
・平成27年度以降、次の取組み 
 等によりキャッシュフローを確 
 保し、借入残高を縮減 
  －保有宅地の早期処分 
  －賃貸住宅の入居率の向上 
  －借入利率の見直し 

公 社 名 
 岐阜県 

土地開発公社  
 岐阜県 

道路公社  
 岐阜県 

住宅供給公社  

出
資
状
況
 

 出資団体数  1 4 

出
資
 

金
額
 

 総額    5 551 

 当該団体    5 550 

 その他団体     1 

貸
借
対
照
表
 

資
産
 

 流動資産    18,311 1,082 

 固定資産    6,556 8,434 

 繰延資産      

 資産合計    24,867 9,516 

負
債
 

 流動負債    472 3,524 

 固定負債    15,644 5,944 

 特別法上の引当金等    

 負債合計    16,116 9,467 

資
本
 

 資本金    5 551 

 剰余金    8,747 ▲ 502 

 法定準備金     

 資本合計    8,752 49  

 負債・資本合計  24,867 9,516 

損
益
計
算
書
 

経
常
損
益
 

 営業収益   (a)  5,169 2,282 

 営業費用   (b)  5,071 2,179 

 一般管理費   (c)  76 1 

 営業利益             (d=a-b-c)  22 102 

 営業外収益   (e)  22 11 

 営業外費用   (f)  23 56 

 経常利益         (g=d+e-f)  21  57 

特
別
損
失
 

 特別利益   (h)  1  

 特別損失   (i)    

 特定準備金計上前利益  (j=g+h-i） 21 58 

 特定準備金取崩   (k)    

 特定準備金繰入   (l)    

 法人税等   (m)    

 当期利益     (n=g+h-i-m)  21 

 住宅供給公社については 
                  (n=j+k-l-m)  

 58 

（単位：団体、百万円） 
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岐阜県（市場公募）債発行額
の推移と今後の発行予定 
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発行額の推移 

平成27年度発行計画 (実績含む） （単位：億円） 

個別債(10年) ９月 150                 

共同債 ７月 40 ９月 40 11月 40 １月 40 ３月 40 

 

 岐阜県債（市場公募債）発行額の 
推移と今後の発行予定  

  

・ 平成27年度の岐阜県債発行額は、前年度と同額の350億円を予定しています。 
 

・ 安定的な資金調達手段の確保及び、調達手段の多様化のため、今後も市場公募債の発行を進めていく予定です。 
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   岐阜県総務部財政課 

      〒５００－８５７０ 

      住所 岐阜県岐阜市薮田南２－１－１ 

      ＴＥＬ ０５８－２７２－１１３０ 

      ＦＡＸ ０５８－２７８－２５３１ 

      Ｅ－ｍａｉｌ c11105@pref.gifu.lg.jp 

 

   岐阜県ホームページアドレス 

      http://www.pref.gifu.lg.jp/ 
 

お問合せ先 
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